


























































































































































































































































































































































































































































































































（同左） （同左） （同左） （同左） （同左）
「事象の特色や事象
間の関連を説明する」
（同左） （同左） （同左） （同左） （同左）
「自分の考えを論述
する」






















































































































































































































































































































































































































































































































































































片上宗二の分類　＊１ 森分孝治の分類　＊２ 岩田一彦の分類　＊３ 小原友行の分類　＊４ 桑原敏典の分類　＊５
ア・イ：社会認識育成の
教科としての社会科
（基礎的知識提供型社会
科、社会科学科としての
社会科、社会諸科学科と
しての社会科）
ア・イ：探求としての社
会科
（科学的知識を科学的探
求の論理にもとづいて習
得させる社会科）
ア：知る社会科
（社会事象の存在を認識
する社会科）
ア：記述型（記述的知識
習得型）の社会科
ア・イ：事実認識にのみ
関わり科学的な社会認識
を形成しようとする社会
科
イ：わかる社会科
（社会事象間の関係を認
識する社会科）
イ：説明型（説明的知識
習得型）の社会科
ウ・エ：市民的（公民的）
資質の育成の教科として
の社会科
（社会的問題型社会科、
科学的知識重視型社会
科、理解型社会科、認識
型社会科）
ウ－１：考える社会科
（社会的論争問題に一定
の価値判断をする社会科）
ウ－１：価値判断型（価
値的知識習得型）の社会
科
ウ－１：価値認識を含む
社会認識体制全体に関わ
り合理的意思決定力を育
成する社会科
ウ－２：意思決定型（実
践的知識習得型）の社会
科
ウ－２：社会認識体制に
加えて感情にまで関わり
実践的な意思決定力を育
成しようとする社会科
ア：事実認識
イ：関係認識
ウ：価値認識
エ：社会的実践
エ：意思力を含む市民的
資質全体に関わり市民的
行動力を育成しようとす
る社会科
＜出典＞
　＊１：片上宗二「社会認識と市民的資質」（社会認識教育学会編『社会科教育学ハンドブック』明治図書、1994年）
　＊２：森分孝治『社会科授業構成の理論と方法』明治図書、1978年
　＊３：岩田一彦『社会科固有の授業理論』明治図書、2001年
　＊４：小原友行「知識の構造と社会科授業構成理論」（『社会科の授業理論と実際』研秀出版、1991年）
　＊５：桑原敏典『小学校社会科改善への提言－「公民的資質」の再検討－』日本文教出版、2004年
のような社会的な見方や考え方を養うのか」を中心に
置き、そのためには「何が分かっていなければならな
いのか」、また、それが分かるためには「何を知って
いなければならないのか」、さらに、そのことを知る
ためには「どのような資料が必要なのか」ということ
を構造的に把握しておくことが大切である。こうした
ことを実現するための方策のひとつとして、「教材構
造図の作成」と学習過程における「問いの構造的な配
置」を上げておきたい。紙数の関係からここでその詳
細を述べることはできないが、教材構造図の例として
は、全国小学校社会科研究協議会宮城大会での試みが
ひとつの参考になるだろう（宮城大会実行委員会、
2007）。そこでは、「話し合い考え合って深める内容」
を中心に置き、「調べたことをまとめて分かる内容」
「調べて知る内容」「調べる素材」の４つの間での関
連性を明確にするために教材構造図を作成している。
　一方、「問いの構造的な配置」については、上記の
ような構造化された学習内容を子どもに学習させる際
に、学習活動を成立させるための「問い」（＝学習問
題および発問）を構造化していくことである。その際
に、「問い」を認識のレベルに即して類型化し、それ
らを構造的に捉えることが重要となってくる。例え
ば、岩田（1991）は、習得される知識の種類に応じて、
「問い」を次の４つに類型化している。
　①Whatの問い－個別の情報を求める問い
　②Howの問い－束としての情報を求める問い
　③Whyの問い－情報間の関係を求める問い
　④Whichの問い－価値判断を求める問い
　教師は、単元の構成および本時の授業構成のいずれ
の場合においても、こうした「問い」の果たす役割の
違いを明確に意識して区別するとともに、それらを学
習過程の中に構造的に配置していくことが求められる。
すなわち、上記の４つの「問い」は入れ子構造となっ
ているのであり、What の問いをいくつか組み合わせ
ることによってHowの問いを追究し、Howの問いを
いくつか組み合わせることによってWhyの問いを追
究し、さらにWhyの問いをいくつか組み合わせるこ
とによってWhichの問いを追究するという構造になっ
ていることに留意しながら、「問い」を構造的に配置
していくことが大切となる。
⑵　 「言語活動」と問題解決過程
　上述したような学習内容の構造化を、学習の方法面
にも反映させようとするならば、前述したそれぞれの
「言語活動」を個々バラバラなものとして捉えるので
はなく、連続性のある一連の学習過程の中に位置付け
ていくことが必要になってくる。連続性のある一連の
学習過程という場合に、これまでの社会科が大切にし
てきた問題解決的な学習過程による単元構成という考
え方がその代表例といえる。
　社会科における問題解決過程については、Ｊ．
デューイの反省的思考の５段階を基にしながら構想さ
れたものがその典型であるが、その問題解決過程の基
本的な段階は、次の６つの学習活動によって構成され
ている（文部省、1950）。
　①児童が問題に直面すること
　②問題を明確にすること
　③問題解決の手順の計画を立てること
　④	その計画に基づいて、問題の解決に必要な資料と
なる知識を集めること
　⑤	知識を交換し合うこと。そして集められた知識を
もととして、問題の解決の見とおし、すなわち仮
説をたてること
　⑥	この仮説を検討し、確実な解決方法に到達するこ
と
　こうした問題解決過程を、子どもの学習活動に沿い
ながらまとめ直してみるならば、「ａ学習問題をつか
む学習段階」→「ｂ学習計画を立てる学習段階」→「ｃ
調べる学習段階」→「ｄ学び合う学習段階」→「ｅ広
げる学習段階」と表すことができる。こうした連続性
のある一連の学習過程の中に、前述した「言語活動」
の４つの類型を相互に関連づけながら組み合わせてい
く工夫が求められるのである。
　ただし、こうした授業改善の視点に関しては、小学
校と中・高等学校における授業実践の場においては、
若干違った課題を有しているように感じられる。すな
わち、管見の限り、中・高等学校における授業実践の
場においては、問題解決的な学習過程による単元構成
という考え方自体が皆無に等しい。このことは、これ
まで実施された教育課程実施状況調査において、中学
生の記述式の問題に対する正答率が低いという調査結
果が繰り返し指摘されてきていることと決して無縁で
はないだろう。したがって、まずもって、「適切な課
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題を設けて行う学習」（高等学校の各科目においては、
「主題を設けて追究する学習」）を可能な限り少しで
も取り入れようと努力することが求められる（文部
省、1991）。
　それに対して、小学校での社会科においては、問題
解決的な学習過程による単元構成という考え方はかな
り浸透している。しかしながら、その場合に、問題解
決的な学習過程と称しながら、実際には子どもたちは
単にいろいろな事実を調べて、その調べた事実を発表
して終わるという、いわゆる「お調べ発表型」の単元
構成がかなり多く見受けられる（藤井、1996）。そう
ならないためには、「言語活動」における「読み取り」
および「解釈」の学習活動と「熟考・評価」および「学
び合い」の学習活動とをスパイラル的に連動させる工
夫を意図的に試みるという方策が有効である。換言す
れば、まず「ｂ学習計画を立てる学習段階」と「ｃ調
べる学習段階」とを連動させる工夫を試みることであ
り、次に「ｃ調べる学習段階」と「ｄ学び合う学習段
階」とを連動させる工夫を試みることである。前者に
ついては、調べる目的を子どもに明確に意識させるこ
とによって、調べる対象をできる限り焦点化させるこ
とを意味している。すなわち、「何を読み取り」「何を
解釈しようとしているのか」を子どもに明確に意識さ
せた上で、調べ活動をさせるための工夫である。一方、
後者については、調べ活動を通して獲得した事実を活
用しながら、自分なりの考えを表現させることを意味
している。すなわち、読み取ったり、解釈したりした
「事実そのもの」を根拠に使いながら、自分は何を考
えたのか、他の人に何を伝えたいのかといった「自分
なりの考え」を子どもに構築させるとともに、それを
表現させるための工夫である。このように、「言語活
動」を連続性のある一連の学習過程の中で計画的に積
み重ねることによってはじめて、「読解リテラシー」
を育成することが可能となるのである。
⑶　他領域との連携による「社会参画」
　「社会参画」の視点を取り入れた社会科授業が求め
られていることについては前述した通りであるが、今
後こうした授業を実際に構想するに当たっては、ま
ず、社会に参画するとは具体的にどのような学習活動
を取り入れることなのかについて、イメージを持つこ
とが大切になってくる。その際に、社会参加活動の類
型に着目してみることが有効だろう。この社会参加活
動の類型化については、社会科教育学研究においてあ
る程度の蓄積がある。例えば、波巌 (1999) は、社会科
授業における社会参加活動について、「直接的な社会
参加の活動」と「社会参加的な活動（発信）」とに区
分している。そして、前者のタイプとして「市民的参
加活動＝参画」を上げ、後者のタイプとして、「提案
することによる参加的な活動」「地域の人と交流する
ことによる参加的な活動」「啓発活動を通しての参加
的な活動」の３つを上げている。換言すれば、前者の
タイプが直接的な社会参加活動であるのに対して、後
者のタイプは間接的な社会参加活動といえる。また、
筆者は、その内の直接的な社会参加活動について、社
会参加のねらいの観点から、「社会創造活動」と「社
会奉仕活動」とに区分できることを指摘したことがあ
る（松岡、2005）。さらに、唐木（2006）は、これら
とは別に、模擬的な社会参加活動として「参加型学習」
を上げ、「アイスブレイク型（緊張緩和型）」「ブレイ
ンストーミング型（情報整理型）」「オブジェクト型（対
象物提示型）」「ロールプレイング型（役割演技型）」「ア
クション型（行動型）」の５つの類型に区分している。
　しかしながら、現実問題として、上記のような社会
参加活動を社会科の授業時間の中で実際に実施するこ
とに対しては、授業時間数の不足などから二の足を踏
む教師が多いのではないだろうか。特に、直接的な社
会参加活動は無論のこと、間接的な社会参加活動の導
入においても困難を伴うことが予想される。
　そこで、そうした事態を少しでも打開するひとつの
方策として、社会科授業での学習活動を他教科・他領
域での学習活動と連携させる方策を推し進めることが
求められる。実際、「総合的な学習の時間」が新設さ
れた当時、「総合的な学習の時間」との連携について
最も積極的な取り組みを見せた教科は社会科であっ
たと言っても過言ではない（高野他、2000；高階、
2001；高山他、2000など）。その後、2003（平成15）
年12月に小・中学校の学習指導要領が一部改正された
際にも、改正点のひとつに「総合的な学習の時間」の
取り扱いが含まれていた。その取り扱いの中に、教科
との連携の強化という視点も含まれており、具体的に
は、指導要領の中に「各教科、道徳及び特別活動で身
に付けた知識や技能等を相互に関連付け、学習や生活
において生かし、それらが総合的に働くようにするこ
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と」という文章が新たに書き加えられた。しかし、残
念ながらそうした取り組みが広範な広がりを見せたと
は言えない状況であろう。
　こうした状況の中で、今回の専門部会における審議
過程では、2006（平成18）年８月開催の社会・地理歴
史・公民専門部会第７回で配付された資料（表２右欄
の資料ａ）においては、改善の方向性の視点の一つと
して「総合的な学習の時間、道徳、特別活動との関係
の整理」という項目が設けられており、次のように指
摘されていた。
　「総合的な学習の時間における地域学習の経験が、社会科
の学習の基盤となる。一方、社会科、地理歴史科、公民科で
学んだことを、他の教科等と関連付け、実社会に応用する場
として、総合的な学習の時間を活用することができると考え
られるがどうか。」
　「特別活動は、社会科、地理歴史科、公民科で学んだこと
が生かされる実践の場と考えられるがどうか。」
　約１年後の2007（平成19）年８月に開催された小学
校・中学校社会専門部会第４期第１回での配付資料
（表２右欄の資料ｇ）においては、資料の形式が変更
されたこともあり、上記の文章は見あたらなくなっ
た。その後、こうした社会科と他教科・他領域との関
係の整理という視点がどのように取り扱われていった
のかについては不明である。しかし、専門部会の初期
の段階において、こうした社会科と他教科・他領域と
の関係の整理という視点が、ひとつの項目として取り
上げられていた事実には着目しておきたい。社会科と
他教科・他領域との間で、目標論・内容論・方法論の
それぞれにおいて、どのような連携の在り方が望まし
いのか、また可能なのか、ということについては、依
然として今後の課題として残されているといえる。
結　び
　本稿では、主に中央教育審議会教育課程部会での審
議経過に関する資料を基にしながら、社会科教育の改
訂動向の背景およびその意味について考察してきた。
その考察を通して明らかになったことは、次の三点で
ある。
　まず第一は、今次の社会科改善の基本方針の特色に
ついては、「習得」「活用」「探究」「参画」の各キーワー
ド、およびそれとの関連で「言語活動」というキーワー
ドを使って説明することができるということである。
第二は、社会科における「言語活動」の重視および「社
会参画」の重視の視点は、審議の過程で俄に登場した
ものではなく、それ以前からの一連の幅広い動向の反
映として盛り込まれたと考えることができるというこ
とである。そして第三は、今後、社会科改善の基本方
針を実現していくに当たっては、特段目新しい方策を
試みる必要はなく、むしろ社会科本来の基本的性格を
より確かなものにしていく努力や工夫が求められてい
るということである。
　最後に、残された今後の課題としては、第一に、上
述した通り、学校教育内における社会科と他教科・他
領域との関係の整理をより具体化させていくことを上
げておきたい。また、それと並行しながら、社会科教
育と学校外教育との学社連携の推進に向けての環境整
備についても課題として上げることができる。これら
の課題については、今後引き続き検討を進めていきた
い。
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